
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 

 

2026年度県当初予算 埼玉 悲願達成‼ 運営費補助国基準額へ前進‼ 
高校授業料無償化国拡充分をほぼネコババさせず 

 1月末の愛知県に次いで2月第2週に入り、いくつかの県で2026年度予算が発表されています。昨年、「高等学校授業料無償化」議論がスター

トする中で、春闘後段から全国で「県独自制度予算の国拡充分を撤収（ネコババ）させない要請行動にとりくみました。ブロックキャラバンをはじめ

対県要請では政策をもって交渉することを提起しました。国向け署名の集約目標100万筆も、県にネコババをさせないため前年を上回る県向け署名

集約数を上げるための方策でもありました。こうした1年間の運動の成果として埼玉県で大きな前進が生まれています。 

2025年度県独自授業料補助２４億円のうち約２０億円を 

私立高校運営費補助(経常費補助)へ 

加えて 入学金補助も拡充‼  

さらに小学校・中学校の運営費補助も生徒一人あたり単価で約 5万円増 

 

 年収５００万円未満世帯への入学金補助が全額補助へ！ 
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 左は、埼玉県の2026年度予算案の私学助成「運営

費補助（経常費助成）」部分です。（１）―ア高等学校は、

昨年16,991,511千円でした。したがってほぼ20億

円増額となります。 

 埼玉の授業料減免制度は全国でも屈指の制度です。

しかし、その原資として運営費補助の中にあった授業

料減免補助分を外に出して設計されたものでした。 

そのため、その分運営費補助が大きく減額され、 高

校生一人あたり単価は国基準単価を大きく下回り、15

年以上全国最下位という苦杯を舐め続けていました。

それが、前年比3万8813円増となり国基準額相当の

36万9378円と大きな前進となったのです。 

 運営費補助（経常費助成）の拡充は、高等学校のみで

はなく、小学校で児童一人あたり4万7724円、中学

校で生徒一人あたり約5万円（4万9698円）の増額

となっています。 

 また、直接助成についても前進が

生まれています。年収500万円未満

世帯への施設設備費等への年額 20

万円補助は継続されます。 

 そのうえで、年収500万円未満世

帯まで半額支給だった入学金補助を

県内平均額相当 22 万円支給にまで

拡充しました。（右の図） 

私学助成をすすめる会 

の提案が実現‼ 
今回の運営費補助及び入学金補助

の拡充内容は、8月以降「埼玉私学助

成をすすめる会」が数度にわたって

繰り返してきた対県要請で、すすめ

る会が提案してきた制度案が実現し

た内容です。 

2.18院内集会の参加者名簿、参加議員報告は 2／16(月)までに本部へ必ず送ってください 


